
農林水産本省発注者綱紀保持委員会（第５回）議事概要

日 時 平成21年12月11日(金) 17:00～17:15

場 所 農林水産省第１特別会議室

出 席 者 大臣官房長、大臣官房秘書課長、大臣官房経理課長、大臣官房地

方課長、大臣官房統計部管理課長、総合食料局総務課長、消費・

安全局総務課長、生産局総務課長、経営局総務課長、農村振興局

総務課長、農林水産技術会議事務局総務課長、林野庁林政部林政

課長、林野庁国有林野部管理課長

概 要

１．経理事務の適正な執行の徹底について官房長から発言

２．平成21年度における発注者綱紀保持対策の実施状況について報告

(1) 平成21年度における発注者綱紀保持対策実施状況（資料１及び資料1-1

～1-4）

(2) 林野庁小委員会の平成21年度における活動状況（資料２）

３．その他として林野庁から報告（別添資料）

主な議論の内容

○ 発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者への周知について

・ 資格確認通知書へのチラシ同封は、もう少し早く実施できなかったの

か。

・ 手法の検討に時間を要した。

４．締め括りとして、官房長から組織的な報告、相談の徹底を図るよう指示

以 上



資料１

平成２１年度における発注者綱紀保持対策実施状況

平成２１年４月１７日に開催された農林水産本省発注者綱紀保持委

員会で決定された、平成２１年度における発注者綱紀保持対策の実施

状況と今後の対策は次のとおり。

１ 発注者綱紀保持研修の開催

・ 本省、施設等機関及び地方支分部局の発注者綱紀保持担当者、

本省内の管理監督者及び発注担当職員（６８名参加）に対して８

月に実施

・ 第２回研修については、コンプライアンス強化の観点から規模

を拡大（本省内発注担当職員等３５名→１００名規模）（１月実

施予定）

２ 発注者綱紀保持規程の改正

・ 職員の法令違反等行為に関する通報制度の改正に伴い、規程を

改正（８月）

３ 発注者綱紀保持に関するチェックシートの実施

・ 本省内の管理監督者及び発注担当職員を対象として、綱紀保持

の認識状況を確認するためチェックシートを実施（１月予定）

地方支分部局等に対しても、同様の措置を講じるよう依頼

４ 発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者への周知

・ 競争参加資格確認通知書に発注者綱紀保持対策のチラシを同封

（１０月から）

・ 農林水産本省調達情報のメールマガジンに発注者綱紀保持対策

の実施を付加（１１月から）



資料1-1

平成２１年１２月１１日現在 
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（参考）

  9/29　研修　９４名

  6/3　研修　６３名

　11/9 講習　３６名　　11/27講習　７０名（予定）

地
 
方
 
農
 
政
 
局

森林技術総合研修所

　11月以降に講習を実施予定

  7/17  講習　４８名（瀬戸内漁調１名を含む。）、11/17　講習　３１名（瀬戸内海漁調
１名を含む。）

  7/6  講習　３５名　 10/15 講習　３１名

　8/6　研修　５０名、　9/28　研修　３８名、　 10/22　研修　３０名

農林水産政策研究所

開 催 状 況

　8/27～28　研修　６８名
　出先機関発注者綱紀保持担当者等３３名、省内管理監督者及び発注担当職員３５名
　（３５名の内訳）
　大臣官房１０名、総合食料局６名、消費・安全局３名、生産局３名、経営局１名、農村振
興局２名、農林水産技術会議事務局４名、林野庁３名、水産庁１名、農林水産政策研究所２
名

実 施 機 関

農 林 水 産 本 省

  5/14～15、6/8～12　研修・新規採用者研修　計３１名

　10/27～28 発注者綱紀保持研修　１４名参加

　4/8～21新規採用者研修３名　  5/14～15　研修　２０名

  4/15～7/24  講習・業務研修・管理監督者研修等１３回　計１９９名

  6/18　研修　５８名（北海道漁調４名を含む。）

  4/8～7/28　林道事業担当者会議・研修等１０回　計２９３名

  5/11、7/10、7/29～30　森林管理署長等会議・研修　計１６１名
　10/8～9 森林管理署長等会議　７４名

  7/7～8　研修　３０名　11/10～11　研修３1名

　（7/17・11/17　近畿農政局発注者綱紀保持講習へ参加　各１名）

　（8/27・28　農林水産本省発注者綱紀保持研修へ参加　１名）

  2月に講習実施予定

　3月に担当者会議で講習を実施予定

  （6/18　北海道農政事務所発注者綱紀保持研修へ参加　４名）

  9/4　仙台漁業調整事務所発注者綱紀保持研修実施　５名

　（8/27～28　平成21年度第1回農林水産省発注者綱紀保持研修へ参加　1名）

　（11/24　中国四国農政局発注者綱紀保持研修へ参加予定　１名）

  12月　研修　２０名（予定）

平成２１年度発注者綱紀保持研修等開催状況

  4/17  研修　６１名

  10/30　研修　９名

  4/24所内勉強会　２６名　8/27～28　農林水産本省発注者綱紀保持研修に参加　３名

　10/7～9 発注者綱紀保持研修実施　２０名「各森林管理局担当者対象」
　12月中旬　発注者綱紀保持研修会実施予定　１０名「研修所等担当者対象」

　3月に担当者会議で講習を実施予定

　年度末の担当者会議で講習を実施予定

  6/8　研修　５名

　平成22年1月開催を目途に調整中



資料1-2

発注者綱紀保持研修アンケート結果による

綱紀保持対策の認識状況

平成２１年度第１回研修受講者に対し行ったアンケートのうち、

研修受講前における綱紀保持対策の認識状況についての結果は以下

のとおり

・綱紀保持対策について十分把握していた ･･･２７．５％

・綱紀保持対策があることは知っていたが、内容まで

十分把握していなかった ･･･５２．２％

・研修を受けるまで全く知らなかった ･･･１０．１％

一方、研修の効果測定結果は以下のとおり

正答率は全体で８７．１％

・回答者 ６９名

・設問数 １２問

・正答率 ８７．１％（正解者の延べ人数／回答者の延べ人数）

全問正答 １１問正答 １０問正答 ９問正答

１１名 ２１名 ２５名 １２名

（16.0%） （30.4%） （36.2%） （17.4%）

※設問ごとの正答率は別紙参考

綱紀保持対策の内容について十分把握していた者が２７．５％に

とどまっていることから、より一層の浸透を図るため、今後、管理

監督者及び発注担当職員を対象に、綱紀保持に関するチェックシー

トを実施（１月予定）



（別紙）

発注者綱紀保持に関するチェックシート実施結果（設問別）

※ 訓令に照らし、設問の内容が正しいと思う場合は「○」を、正しくないと思う
場合は「×」を記入。

設問
設 問 正解 正答率

番号 （正答者数)

「発注事務」とは、予定価格の作成や入札等契約事務を指すこと
１ から、担当原課において業務の仕様書を作成する職員は「発注担当 × 100％

職員」に含まれない。 (69名)

「事業者」には、競争入札参加者以外の事業者や農林水産省の所
２ 掌に無関係な事業者、委託契約相手方である地方公共団体等を含む。 ○ 94.2％

(65名)

入札を予定している役務契約について匿名の電話があり、「談合
が行われている」と告げられた。しかし、相手は名乗らず、それ以

３ 上何ら説明もなかった。情報があまりにも不確定で根拠がないと思 × 91.3％
ったが、念のため上司である課長に相談し、了承を得た上で入札を (63名)
行うこととした。

管理監督者が、部下である発注担当職員から秘密保持義務に違反
する者が内部にいるとの相談受けたため、所属長及び発注者綱紀保

４ 持担当者に報告するよう指導した。 ○ 68.1％
しかし、報告により不利益な取扱いを受けることを恐れ、どうし (47名)

ても報告することに難色を示したため、相談を受けた管理監督者が
所属の長及び発注者綱紀保持担当者に報告を行った。

公共工事の発注予定（工事件名、入札時期、施工場所）について、
５ ある事業者から問い合わせがあったが、すでにホームページ上に公 ○ 98.6％

表していたので、その範囲内で回答した。 (68名)

一般競争入札に付した事業の公告内容について、競争参加者であ
６ る事業者から照会があったため回答した。内容的には他の競争参加 × 97.1％

者にも知らせるべき内容であったが、照会を受けていなかったこと (67名)
から他の競争参加者に対しては回答を行なわなかった。

１者応札を防止する観点から、顔見知りの業者に公告前の入札情
７ 報を教え、入札に参加するようお願いした。 × 100％

(69名)

業務の発注事務が集中する時期に、所定の時間内では事務処理が
８ 終わらないことから、やむを得ず週末自宅で仕事をするため、書き × 97.1％

かけの仕様書を持ち帰り、期限に間に合わせた。 (67名)

落札事業者が受注のお礼の挨拶に来たが、挨拶自体は発注事務に
９ 含まれないため、１人で対応した。 ○ 44.9％

(31名)

発注担当職員ではあるが、直接の担当ではない顔見知りの出入り
10 業者と、廊下で数度にわたって立ち話をしたが、内容は世間話なの × 76.8％

で問題はない。 (53名)

事業者から公表前の予定価格について電話で問い合わせを受けた
ので、不当な働きかけとしてこれを拒否し、その後、当該内容を記

11 録し、公表する旨を伝えようとしたところ、電話を切られてしまっ × 100％
た。 (69名)
相手に記録する旨を伝えていないので、所属の長及び発注者綱紀

保持担当者に対しての報告は行わなかった。

発注担当職員として第三者から不当な働きかけを受けたので、ま
12 ず管理監督者に報告書を提出し、管理監督者の確認・修正を受けた × 76.8％

後に所属の長及び発注者綱紀保持担当者に対し、報告を行った。 (53名)



資料1-3

発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者への周知

発注者綱紀保持対策の競争参加有資格者への周知については、これまでもホ

ームページに掲載するほか、発注窓口への掲示、入札公告への掲載等の措置を

講じてきたが、次のとおり新たな取組を実施

① 大臣官房経理課発注の建設工事等について、競争参加資格申請を新規に

行った者へ送付する資格確認通知書に、以下のチラシを同封（１０月以降）

② 農林水産本省調達情報のメールマガジンに、同内容のお知らせを付加

（１１月２５日以降）

お 知 ら せ

発注者綱紀保持対策について

農林水産省の発注事務に関する綱紀保持を目的として、農林水産省発注者綱紀保

持規程（平成１９年農林水産省訓令第２２号）を制定しております。この規程に基づ

き、第三者から不当な働きかけを受けた場合は、その事実をホームページで公表する

などの綱紀保持対策を実施しています。

詳しくは、当省のホームページを御覧ください。

（http://www.maff.go.jp/j/supply/sonota/index.html）



資料1-4

備　考

1

事業者との応接方法（規程第７条）

複数の職員で対応する等国民の疑惑や
不信を招くことのないようにする。

執務環境の整備等（規程第12条）

(1)掲示等により執務室への自由な出入
りが制限されている旨を周知する。

(2)発注担当職員が事業者と応接するた
めの受付カウンターその他応接をする
ための場所を確保する。

3

競争参加有資格者への周知（規程第15
条）

発注者綱紀保持対策を行っている旨の
掲示や入札公告への掲載等を行う。

　各局庁における項目別の取組状況は以下のとおり。

　事業者との応接方法や執務環境の整備等、管理監督者や発注職員等が取り組むべき事項につい
ては、発注者綱紀保持規程に定められるもののほか、発注者綱紀保持マニュアルで具体的な取組
を示している。

本省各局庁における発注者綱紀保持対策の状況について

入札公告への掲載を行っていない（１２月中
に対応予定）【消安】
掲示を行っていない【林野】

2

取　組　状　況

すべての発注担当部局において取組済

すべての発注担当部局において取組済

すべての発注担当部局において取組済

項　　　　目



資料２

平成21年12月11日

林 野 庁 林 政 課

林野庁小委員会（林野庁直轄事業契約監視等委員会）の

平成２１年度における活動状況について

１ 小委員会の開催状況

今年度は、現在までに２回開催している。

第１回 ４月２２日（平成２０年度の実行結果、２１年度の重点計画）

第２回 ６月１７日（平成２１年度の業務計画等）

２ 平成２１年度の業務計画

小委員会の指導の下、事務局が次の業務を実施

(1) 巡回点検の実施

・４森林管理局について各局２署を選び、綱紀保持の定着状況等を点検（７

～９月に実施）

(2) 事業者アンケートの実施

・綱紀保持の再発防止措置の進捗状況等を把握するため、競争参加資格を

有する約１万者の事業者（治山、林道、造林、素材生産）のうち、約２

千者を対象にアンケート調査を実施（１１月に実施し、現在集計中）

(3) その他

・発注者綱紀保持対策の徹底を図るための森林管理局の指導

・森林管理局署等における入札公告の記載内容等チェック

・発注者綱紀保持に係る研修（森林総合研修所にて１０月に実施）

・林野庁発注者綱紀保持マニュアルの見直し（通達改正による修正等）



（参考）

農林水産本省発注者綱紀保持委員会、同小委員会（林野庁

直轄事業契約監視等委員会）について

農 林 水 産 本 省 発 注 者 小委員会
綱 紀 保 持 委 員 会

（平成１９年７月３１日設置） 林野庁直轄事業契約

監 視 等 委 員 会

委員長は大臣官房長 （平成１９年８月２９日設置）

委員は大臣官房経理課長、

各局庁庶務課長ほか関係

課長 委員長は林政課長、委員は

管理課長、管理課監査室長、

林政課監査官、外部有識者

'

連携

'

契約適正化監査室（

（平成１９年９月１日設置）

実

働 【常駐者】

チ ・監査官 等ー

ム）

【非常駐者】

林政課、管理課関係

担当補佐
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